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その他の調査結果

１．自由記述の内容（原文ママ）

教職員の育成指標作成にあたり生じた課題の有無【問 2-7】 
 幼稚園長について、公立の指標を私立に参考として示す際に、経営者と運営者の

違いから同じキャリアステージの延長線上に置けない場合があるため難しい。 
 本市の育成指標は、市立幼小中学校の教員全ての職種に共通する一体的なもので

ある。幼稚園に特化した補助資料を作成する際、育成段階の押さえや、ICT や情
報、教育データの利活用について、幼稚園教育の特性に沿った考え方の決定に時
間を要した。 

 本県は、公立が少なく、私立が多い現状から、（小学校以上の育成指標と同時に作
成していたが）それと同じキャリアステージの区切り方でよいか悩んだ。 

 北海道では、私立幼稚園数の割合が高く、道教委が策定する教員育成指標の対象
ではないことから、北海道の幼児教育の実情を踏まえた指標の作成が難しかった。 

 福井県には、「福井県教員育成指標」があるが、幼児教育に特化したものではなく、
幼児教育・保育の専門性を反映する項目がないものとなっているため、新たに、幼
稚園教諭・保育教諭として求められる資質・能力を整理した「育成指標」を作成し
ようと考えているところ。しかしながら、作成の手順を明確に把握しておらず、作
成する時間的余裕がないことが課題である。 

 全ての校種（幼・小・中・高・特）の教員を対象として作成しているため、各項目
の内容を抽象的な表現としている。校種にあわせて文言を読み替えることを前提
としている。 

 設定した項目の「実践力」について、キャリアライフステージのどの部分を節目と
するか迷った。 

 正規職員、管理職以外の専門職員・臨時職員対象の指標内容をどのように整理し、
作成していくのか検討を重ねた。 

 就学前と小学校以降での整合性や系統性について調整を図ることが難しかった。 
 施設類型が異なる教職員が共通にわかりやすい言葉で表記すること。キャリアス

テージ別に育成をめざす資質・能力をどのように記述したらよいか定まらなかっ
たこと。 

 現場の実状の把握、幼保間異動による経験年数のカウント 
 協議会の論点としてあがったこと ①学校種ごとに指標を策定するか？ ②職種ご

とに指標を策定するか？ ③特支学級・通級担当教諭の指標を別に作成するか？ 
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④神戸市が新規採用教員に求める資質をどう定めるか？ ⑤段階（ステージ）の区
分をどうするか？ 

 どのように設定したらよいか、キャリアステージの区分をどのようにするか考え
ることが難しかった。 

 ステージごとの資質・能力に関する目標がなかなか決まらなかった。 
 キャリアステージの区分をどうするか。大阪府として領域の順をどうするか。大阪

府として大切にしている領域を前にした。 
 ICT の活用とキャリアステージの関係を結びつけるのが難しかった。 
 ・幼児教育、保育のキャリアステージの区分について、市町立や私立施設は職の

立ち位置等についてそれぞれ異なり、意見聴取しても多様な意見がありまとめる
のに時間を要している。  ・資質、能力に関する文言検討についても時間を要して
いる。 

 ・本県は、公立幼稚園が 1 園しかない中で、私立幼稚園や保育所、認定こども園
にどのように育成指標を示すべきか課題となった。  ・キャリアステージの区分に
ついて、何を目安として分けるのか議論となった。  ・すでに作成されている小学
校以降の育成指標との整合性について、課題となり、検討した。 

 ・県下全域の保育所・幼稚園・認定こども園で活用できるよう、各市町村・団体の
代表・先生方が集まって協議できる場を作るのに一定の時間を要した。  ・設置者
や施設類型別によって、所属園における職員構成が異なるため各キャリアステー
ジに求める資質・指導力をどのように定めていくとよいのか悩んだ。  ・育成指標
の縦や横のつながりを見て作成していくのに時間がかかった 

 「H29 に初作成 全ての種類に対応できるよう作成されたため、幼児教育に関す
る指標作成について課題は把握できない。」 

 
育成指標のステージ区分に係らない幼児教育・保育の研修の自組織での企画【問 3-5】 
 幼児教育センター講演会、研究実践園教員研修Ⅰ・Ⅱ  
 園内研究担当者研修講座、就学前、小学校連携研修講座、保育力アップ研修講座、

保育実技研修講座 
 幼児教育アドバイザー育成研修 
 経験年数別研修 
 シリーズ研修 幼児教育専門研修 幼保小合同研修 
 初任者等育成教諭研修  初任者研修  幼稚園リーダー教諭研修  キッズサポーター

研修 ハラスメント防止研修 保幼小の架け橋プログラム 
 幼保小接続推進研修会 幼稚園教諭・保育教諭・保育士等の合同研修会  鳥取県幼

児教育推進研究協議会 
 幼児教育質の向上研修  幼小接続の研修  幼児教育計画研修  保育士等キャリアア

ップ研修 幼児教育研究協議会 園長等運営管理協議会 
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 新採幼稚園教諭研修 幼児教育研修 保幼小接続研修 
 福岡県幼稚園教育課程研究協議会 
 幼稚園等教育研究協議会 活かすぞ！学校ファーム研修会 
 公私幼保合同 乳幼児教育合同研修 ・幼児教育振興事業 実技研修（公私幼保合同） 
 教育課程研究協議会 ・幼保連携型認定こども園における教育の質の向上に関する

研修会 
 幼児教育推進研修 ○保育教諭、幼稚園教諭、保育士合同研修 （○中堅研修 ○管

理職研修）ステージ区分を広げている  
 幼児・児童創作活動 
 相模原市保育者ステップアップ研修 
 指導者資質向上研修 道徳推進講座 
 トップセミナー、幼児期の特別支援教育研修、スキルアップセミナー、教育課程

研究集会〔幼児教育〕 
 幼保小の学びをつなぐ研修会 ・幼児教育フォーラム 
 専門研修 R5 は、5 つの研修を実施 
 資質実践力向上研修 
 課題別研修 
 幼稚園等新規採用教員研修 ・幼稚園等中堅教諭等資質向上研修  ・幼稚園等教育

課程研究協議会 ・幼児教育実践研修会 ・発達障がいのある幼児児童生徒の基礎
的な理解と対応  ・発達障がいのある幼児児童生徒のライフステージに応じた支
援 ・教育相談（基礎編） ・教育相談（応用編） ・指導に生かすアセスメント ・
体力向上マネジメント指導者養成研修  ・早期からの一貫した教育支援  ・幼児教
育アドバイザー養成研修 

 千葉幼稚園教育課程研究協議会 
 幼児教育の質向上に関する研究協議会  幼児教育課題研修 幼小連携・接続担当者

研修 
 別紙のとおり（添付） 
 専門研修 
 幼児教育センター講演会、研究実践園教員研修Ⅰ・Ⅱ  
 園内研究担当者研修講座、就学前、小学校連携研修講座、保育力アップ研修講座、

保育実技研修講座 
 
研修計画のうち「幼児教育・保育」に係る内容で見直したものの有無【問 3-6】 
 新規採用教員研修の研修内容を見直し、宿泊研修から、宿泊を伴わない研修に変

更した。 
 新規採用教員研修の研修内容を見直し、宿泊研修から、泊を伴わない研修に変更

した。 
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 各園の好事例を基に、具体的な演習をとり入れた。（充実を図った） 
 日本赤十字社から講師を招聘し、幼児の安全管理・応急処置等についての演習を

増やした。 
 演習や協議の時間を設け、受講者が主体的に受講できるようにしている。 
 新規採用教員研修・8 年目研修・16 年目研修・園長研修を見直し、動画配信、資

料配布で業務改善を図った。 
 中堅教員の研修内容を見直し、演習の時間を増やした。特別支援教育の視点をふ

まえた研修を増やした。 
 中堅、管理職の研修は毎年テーマを設定し、研修内容を見直すとともに研修回数

の検討なども行っている 
 園長研修に特別支援教育の講座を加えた。 
 毎年、講話・演習・協議の内容や時間配分、研修内容の配列は、前年度の反省等か

ら見直しています。特に今年度は、育成指標の改定により、「ICT」関連の内容を
新規に入れています。 

 園長等の研修会がなかったので、新しく設定した。 
 各種研修の中に、意見交流の時間を設定した。 
 市立こども園の ICT 化に伴い、ICT 活用についての研修内容も新たに入れた 
 令和 5 年度から、幼児教育アドバイザーの巡回訪問による研修支援を始めた。 
 各種研修において、演習や協議の時間を増やした。・県内大学等の専門性を有する

教授等を外部講師として活用した。 
 幼稚園等初任者研修に幼児期からの理系教育に係る研修を追加した。 
 初任保育者研修について、保育者の離職の課題を受け、集合で実施し、悩みや教

育・保育の疑問を相談しあえるようにした。・幼児教育課題研修について、地域開
催を全道一斉開催とし、協議中心の講座としたことにより、教育・保育を見直す
ことができるようにした。 

 中堅教員・新規採用教員の研修内容を見直し、公開保育等の演習の時間を増やし
た。 

 演習や協議の時間を増やした。受講者が、知りたい内容について、アンケート調
査を行い、内容に組み込んでいる。中堅研ではミドルリーダーとして園運営に関わ
っていけるような内容を取り入れている。 

 これまでに、初任者・中堅・管理職において、内容や時間を見直している 
 札幌市幼稚園初任段階における研修は、私立幼稚園教諭とともに、幼児教育に特

化した内容で実施していたが、小学校教諭の初任段階における研修と合同の研修
機会を設定した。 

 新採用教員の研修内容を見直し、幼・こ・保で統一した学びとなるように整合性
を図っている。中堅教員の研修内容を見直し、今日的な課題を取りあげたり、協議、
演習の時間の整性を図った。 
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 新採研、中堅研の演習の時間を増やした 
 講義の時間の中で参加者が協議する時間を設定した。中堅教諭の研修において、

個別の指導計画を「作成」から「活用」へと講義内容をかえた。 
 新規採用教員・保育士研修について  ・全体的に協議の時間の割合を増やし、研修

者同士で悩み等を共有できるようにした。  ・県研究協議会を 1 回分として兼ねて
いたが、対象研修から外した。※R4→R5 への見直し 

 オンライン開催による参加者の負担軽減。協ギや情報交換等を効果的に行い、参
加者の主体性を高めるよう運営を行った。 

 幼保小合同研修（年 3 回）において、校区ごとにグループを作り、各施設の担当
者どうしが顔の見える情報交換ができる場を提供するよう見直した。 

 ・2 年目研、6 年目研、中堅研に公立保育園の保育士が参加できるようにした。  ・
演習、グループ協議の時間を増やした。 

 管理職の研修内容を見直し、園評価、学校評価に係る内容を増やした。研修対象
者のキャリアステージを見直し、研修を企画・運営した。 
 

育成指標の今後の活用についての希望の有無【問 3-12】 
 大阪府の育成指標を活用した域内の市町村の育成指標の作成。 
 自己目標シートの活用（ガイドライン（育成指標）を生かした）等における質向上に

向けた振り返りや実践 
 指標をもとにした保育者のキャリアアップ 
 市町村立の公立学校（幼稚園、幼保連携型認定こども園を含む）については、参考活

用となっているが、キャリアステージに応じた資質能力を確実に育成するため、活用
促進が必要 

 教職員が指標を用いて主体的に学びを深めていけるよう、研修等で周知を行うととも
に、管理職からの継続的な対話を期待する。 

 教職員が育成指標を今の自分に必要な資質、能力の自己分析に活用できるようにする
こと 

 教職員（園長含む）の資質の向上につながるよう、日常的に意識して様々な場面で活
用してもらいたい。 

 各保育者等が、自身のキャリアステージの姿を参考にし、自己研鑽に励んでもらいた
い。また、各園においては、研修等の目標を明確にしながら、研修の計画や立案に活
用してもらいたい。 

 各教師がもっと、育成指標を活用し、自身のキャリアデザインを描いて欲しい。 
 各ステージにおける、教職員に求められる姿の把握と、管理職による対話に基づく受

講奨励での活用 
 園と教職員への周知 
 育成指標の資質能力に応じた自分に必要な資質・能力を自己評価する手がかり、研修

を選ぶ際の参考 
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 より教職員が指標を活用し、資質向上に向けた効果的な学びの機会をもつこと 
 どの施設類型においても育成指標をもとに、園内研修や管理職との面談で活用されて

いくこと。 
 問 3-11⑤⑥⑦が、より園や個人に浸透し、積極的に活用されるよう希望する。育成指

標に照らして、自身の強みや弱みを把握できる仕組づくり。 
 時代のニーズに合っているかの吟味。県の小・中学校の指標との兼ね合い。園の方々

からの要望との調整。施設類型にとらわれない育成指標の汎用化もめざしたい。 
 園内での管理職による面談での活用といった視点が乏しかったのでそのような意味、

視点でも活用したい。 
 

都道府県による市区町村に対しての育成指標の普及に関する課題や工夫の有無【問 4-5】 
 市町村幼児教育担当者連絡協議会で市町村における好事例を共有 
 問 4-2.のような方法で周知しているが、周知が徹底できない。 
 課題:市町村の活用方法等を把握できていない点 
 各市町主管課が集まる会議において、事前に育成指標を提出してもらい、当日、そ

の活用について意見交換を行っている。 
 県内全市町村に指導主事が配置されているので、4 月の指導主事会議の際に説明

をしている（欠席の方には、同じ教育事務所内で共有することとしている。）。 
 市町村教育委員会担当者向けの説明会の実施 
 「教員育成指標活用ガイド」を独自に作成し、活用方法について周知啓発してい

る。  
 教員育成指標を基に、教職員一人一人が自身の資質能力についてセルフチェック

できる「自己診断シート」を独自に作成し、法定研修や校内研修、自己研鑽の機会
で活用できるよう、工夫している。 

 問 4-2 のとおり 
 市町村担当者に研修資料を渡し、研修内容を共有するようにしている 
 毎年、アンケートを実施し、実施状況について共有している 
 市町村が作成する幼児教育推進計画書に育成指標の活用チェックリストの項目を

設けている。 
 県ホームページに公開し、広く活用していただくようにしている。 
 市町村保育担当課訪問（年 2 回実施）の際に、市町村や園での活用法についての

周知を図っているが、施設種によっては（私立園、届出保育施設、地域型保育事業
実施施設）周知が不十分のため、活用に差がある。 

 

政令指定都市による教職員の育成指標の普及に関する課題や工夫の有無【問 5-3】 
 研修ごとに具体的に説明する。 
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 市内教職研修案内、学校管理運営冊子、教育委員会 HP に載せるなどして、多
くの方々に知ってもらうようにしている 

 全職員に育成指標を配布している。また、研修の際、育成指標の何を目標にこ
の研修を行うか示している 

 〈工夫点〉園長会、校長会の代表及び教育課程を有する大学関係者で構成する
「教員育成協議会」を設置、運用し、意見聴取している。大学生への啓発 

 （課）一定期間使用後の見直し、必要に応じた修正 （工）各研修講座での配
付、研修のねらいや内容と育成指標との関連についての説明を行う 

 自分が育成指標のどの段階にいて、何が課題なのか等について、管理職との面
談以外でも常に意識できるような工夫が必要。 

 園長との定期的な面談 会話を通した助言について繰り返しアナウンスしてい
る 

 

２．回答者より提供いただいた公開 URL 一覧（Date Accessed February 11, 2024）

都道府県ホームページの URL 
大分県幼児教育センター 

https://www.pref.oita.jp/site/oita-youjikyouiku 
徳島県保育・幼児教育センター 

https://youjikyouiku.tokushima-ec.ed.jp 
山形県教育センター 

https://www.yamagata-c.ed.jp 
栃木県総合教育センター 

https://www.tochigi-edu.ed.jp/icnt/kenshu-c-r05/教職員研修トップ/栃木県教員
育成指標 

やまなし幼児教育センター 
https://www.pref.yamanashi.jp/gimukyo/youkyo/index.html  

鳥取県幼児教育センター 
https://www.pref.tottori.lg.jp/30030.htm 

埼玉県 埼玉県教員等の資質向上に関する指標の策定について 
https://www.pref.saitama.lg.jp/f2208/shihyou/shihyou.html  

岡山県総合教育センター 
https://www.pref.okayama.jp/page/672071.html  

熊本県教育委員会 
https://www.pref.kumamoto.jp/site/kyouiku/87940.html  

千葉県教育委員会 
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https://www.pref.chiba.lg.jp/kyouiku/shidou/shihyou/shihyou.html  
大阪府幼児教育センター 
https://www.osaka-c.ed.jp/oyk-c/kensyu/index.html 

北海道教育委員会 
https://www.dokyoi.pref.hokkaido.lg.jp/hk/kks/sihyou.html  

愛媛県総合教育センター 
https://center.esnet.ed.jp 

和歌山県教育センター学びの丘 
http://www.manabi.wakayama-c.ed.jp 

 
政令指定都市ホームページの URL 
神戸市総合教育センター 
https://www.kobe-c.ed.jp/kec/ 

岡山市 教職員研修 
https://www.city.okayama.jp/shisei/category/4-7-5-0-0-0-0-0-0-0.html 

 
 
教職員の育成指標の一覧 
「高知県教育・保育の質向上ガイドライン」[改訂版] 
https://www.pref.kochi.lg.jp/soshiki/311601/files/2022031500227/file_20223233
15316_1.pdf 

堺市 教員育成指標 
https://www.city.sakai.lg.jp/kosodate/kyoiku/torikumi/plan/kyoinikuseishihyo.ht
ml 

岡山市 教員等育成指標 
https://www.city.okayama.jp/shisei/0000009160.html  

新潟市 教職員の資質向上に関する指標 
https://www.city.niigata.lg.jp/kosodate/gakko/gakko_keikaku/shishitsukojo.html  

福岡県教育庁教育振興部 義務教育課各種資料のページ「教員研修」 
http://gimu.fku.ed.jp/one_html3/Pub/Default.aspx?c_id=211  

札幌市 教員育成指標 
http://www.city.sapporo.jp/kyoiku/kensyu/ikusei.html  

福島県教育委員会 校長及び教員としての資質・向上に関する指標〔第 2 版〕 
http://www.pref.fukushima.lg.jp/site/edu/zyukousyourei.html  

愛媛県総合教育センター 校長及び教員としての資質の向上に関する指標 
https://center.esnet.ed.jp/kenshu_top/shihyou  

北九州市立学校の校長及び教員としての資質の向上に関する指標 
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教職員の育成指標を活用した研修履歴を確認するシート 
学び続ける教員のためのキャリアデザインノート（幼稚園等・幼保連携型認定こど 
も園） 

https://www.pref.okayama.jp/uploaded/atlachment/342811.pdf  
研修履歴シート（市町村立幼稚園及び幼保連携型認定こども園） 

http://www.pref.fukushima.lg.jp/site/edu/zyukousyourei.html  
山形県教育センター 

https://www.yamagata-c.ed.jp 
 
 
教職員の育成指標にリンクした自己評価シート 

学び続ける教員のためのキャリアデザインノート（幼稚園等・幼保連携型認定こど 
も園） 

https://www.pref.okayama.jp/uploaded/atlachment/342811.pdf  
 
 
その他関連する資料 

いわて就学前教育振興プログラム（令和 5 年 3 月）
https://www.pref.iwate.jp/kyouikubunka/kyouiku/gakkou/1006358/1050398.html 

義務教育課（やまなし幼児教育センター）参考資料（研修俯瞰図）
https://www.pref.yamanashi.jp/documents/98905/sannkoushiryou.pdf  
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おわりに

本研究では、令和 2 年度文部科省委託研究「令和 3 年度 幼児教育の教育課題に対応し
た指導方法等充実調査研究」を受託し、幼児教育の担う教職員に求められる資質能力と研修
の在り方について調査研究に取組ました。その成果として、幼児教育の担う教職員に求めら
れる資質能力について「7 項目 37 の具体的な視点」を示し、それに沿った研修モデル案を
作成しました。これらの成果は、都道府県教育委員会等における育成指標の作成や、研修を
計画するための手掛かりにつながったとの感想が寄せられました。一方で、「7 項目 37 の具
体的な視点」にキャリア・ステージや職階等に求められる専門性についての観点を示すこと
や、自治体等の育成指標を普及するための工夫などについて共有することなどの要望もあり
ました。

そこで今年度は、これまでの本研究会の調査研究の成果を踏まえ、新たに全国の都道府県
教育委員会等に質問紙調査を実施するとともに、キャリア・ステージに応じて求められてい
る専門性を観点に含めた幼児教育を担う教職員ための育成指標作成ガイドブックを作成し
ました。

本ガイドブックで示す「幼児教育を担う教職員のための育成指標モデル案」は、これから
の学校教育を担う教員が必要とされる資質能力と、幼児教育を担う教職員が必要とされる
資質能力の二つの側面から検討し作成したものです。それぞれの自治体の育成指標作成の実
態に沿って活用していただく一助となれば幸いです。

最後になりましたが、本研究をまとめるに当たってご協力いただいた皆様に、深く感謝申
し上げます。 
 

一般社団法人 保育教諭養成課程研究会 事務局
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一般社団法人 保育教諭養成課程研究会 理事長 無藤 隆

《事務局》

〒 高知県高知市旭天神町 －

高知学園短期大学 幼児保育学科

山下 文一 研究室

本報告書は、文部科学省の「幼児教育施設の機能を生かした幼児の学び強化事業」の委託費によ

る委託業務として 一般社団法人 保育教諭養成課程研究会 が成果を取りまとめたものです。し

たがって、本報告書の複製、転載、引用等は文部科学省の承認が必要です。
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